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別 紙 

 

１．名称及び住所並びに代表者の氏名 

名   称  原子燃料工業株式会社 

住   所  神奈川県横浜市鶴見区鶴見中央四丁目３３番５号 

代表者氏名  代表取締役社長  伊藤 義章 

 

２．変更に係る加工施設の概要 

核燃料物質の貯蔵施設の建物・構築物 

 

３．核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第１６条の２第１項の認可年月

日及び認可番号 

認可年月日  令和２年１０月２日 

認可番号   原規規発第 2010025 号 

 

４．変更の内容 

（１）仕様表の改造内容の記載の変更、その他関連箇所の変更について、添付１に示すと

おりとする。 

（２）設備図等図面の変更について、添付２に示すとおりとする。 

 

５．変更の理由 

（１）本変更の理由は、仕様表の改造内容の記載、その他関連箇所の記載を適正化するも

のである。 

（２）本変更の理由は、設備図等図面を適正化するものである。 

 

なお、上記（１）～（２）は、適合性評価における影響がなく、核燃料物質の加工の事

業に関する規則第３条の２第２項に規定される加工施設の保全上支障のない変更に該当

する。 
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添付１ 
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変 更 前（令和２年１０月２日付け 原規規発第 2010025 号にて認可） 変 更 後 変更理由 

表ヘ－２－１ 第１加工棟 仕様（続き） 

 

技

術

基

準

に

基

づ

く

仕

様 

火災等による損傷の防止 

○火災区画 １Ｐ－５の仕様 

・対象部材 

区画境界壁及び特定防火設備（防火扉、防火シャッタ） 

区画境界壁（強化せっこうボード厚さ 12 mm 以上 2枚貼り（壁両

面）：1時間） 

区画境界壁（鉄筋コンクリート厚さ 100 mm 以上：2時間） 

特定防火設備（防火扉）（表面鉄板厚さ 0.5 mm 以上（扉両面）：1

時間） 

特定防火設備（防火シャッタ）（スラット板厚 1.5 mm 以上：1時

間） 

 

○火災区画 １Ｐ－６（旧前室）の仕様 

・対象部材 

隣接する火災区画との区画境界壁及び特定防火設備（防火扉） 

 

北面区画境界壁（鉄筋コンクリート厚さ 100 mm 以上：2 時間） 

北面特定防火設備（防火扉 KSD-2）（表面鉄板厚さ 0.5 mm 以上（扉

両面）：1時間） 

 

[11.3-B3] 

火災区画間の延焼を防止するために、電力用、計測用及び制御用ケーブ

ルが貫通する壁、床には、建築基準法施行令第百十二条第 20 項に基づき、

耐熱シール材等の国土交通大臣の認定を受けたものを施工する設計。 

第１加工棟における貫通部を図ヘ－２－１－５２に示す。 

 

 

[11.3-F2] 

電気設備に関する技術基準を定める省令第十四条に基づき、分電盤に 

配線用遮断器を設け、電気火災の発生を防止する設計。 

配線用遮断器の結線図を図リ－４－１－６に示す。 

加工施設内における溢水による損

傷の防止 

[12.1-B1] 

第１加工棟内は溢水源がない設計。 

安全避難通路等 

[13.1-F1] 

第１加工棟には、容易に識別できる緊急設備 避難通路を設置する設

計。緊急設備 避難通路には、建築基準法施行令第百二十六条の四に基づ

き照明装置の設置を通常要する部分には緊急設備 非常用照明を、消防 

法施行令第二十六条に基づき防火対象物に緊急設備 誘導灯を設置する

設計。 

緊急設備 非常用照明及び緊急設備 誘導灯には、停電時に備えてバ 

ッテリを内蔵するとともに、非常用電源設備 No.1 非常用発電機(15)、非

常用電源設備 No.2 非常用発電機(15)に接続し、外部電源が喪失しても動

作可能な設計。 

 

○設備の員数（緊急設備） 

・非常用照明(14)：15 台 

・誘導灯(14)：47 台 

 

緊急設備 避難通路、緊急設備 非常用照明及び緊急設備 誘導灯の 

配置を図リ－４－１－１に示す。 

 

[13.1-F2] 

加工施設には、非常用照明、誘導灯とは別に、設計基準事故が発生した

場合の現場操作が可能となるように、専用電源を備えた緊急設備 可搬 

型照明を設置する設計。 

なお、緊急設備 可搬型照明は、次回以降の申請で適合性を確認する 

（別表ヘ－２－１－９）。 
 

表ヘ－２－１ 第１加工棟 仕様（続き） 

 

技

術

基

準

に

基

づ

く

仕

様 

火災等による損傷の防止 

○火災区画 １Ｐ－５の仕様 

・対象部材 

区画境界壁及び特定防火設備（防火扉、防火シャッタ） 

区画境界壁（強化せっこうボード厚さ 12 mm 以上 2枚貼り（壁両

面）：1時間） 

区画境界壁（鉄筋コンクリート厚さ 100 mm 以上：2時間） 

特定防火設備（防火扉）（表面鉄板厚さ 0.5 mm 以上（扉両面）：1

時間） 

特定防火設備（防火シャッタ）（スラット板厚 1.5 mm 以上：1時

間） 

 

○火災区画 １Ｐ－６（旧前室）の仕様 

・対象部材 

隣接する火災区画との区画境界壁及び特定防火設備（防火扉） 

 

北面区画境界壁（鉄筋コンクリート厚さ 100 mm 以上：2 時間） 

北面特定防火設備（防火扉 KSD-2）（表面鉄板厚さ 0.5 mm 以上（扉

両面）：1時間） 

 

[11.3-B3] 

火災区画間の延焼を防止するために、電力用、計測用及び制御用ケーブ

ルが貫通する壁、床には、建築基準法施行令第百十二条第 20 項に基づき、

モルタルその他の不燃材料又は耐熱シール材等の国土交通大臣の認定を

受けたものを施工する設計。 

第１加工棟における貫通部を図ヘ－２－１－５２に示す。 

 

[11.3-F2] 

電気設備に関する技術基準を定める省令第十四条に基づき、分電盤に 

配線用遮断器を設け、電気火災の発生を防止する設計。 

配線用遮断器の結線図を図リ－４－１－６に示す。 

加工施設内における溢水による損

傷の防止 

[12.1-B1] 

第１加工棟内は溢水源がない設計。 

安全避難通路等 

[13.1-F1] 

第１加工棟には、容易に識別できる緊急設備 避難通路を設置する設

計。緊急設備 避難通路には、建築基準法施行令第百二十六条の四に基づ

き照明装置の設置を通常要する部分には緊急設備 非常用照明を、消防 

法施行令第二十六条に基づき防火対象物に緊急設備 誘導灯を設置する

設計。 

緊急設備 非常用照明及び緊急設備 誘導灯には、停電時に備えてバ 

ッテリを内蔵するとともに、非常用電源設備 No.1 非常用発電機(15)、非

常用電源設備 No.2 非常用発電機(15)に接続し、外部電源が喪失しても動

作可能な設計。 

 

○設備の員数（緊急設備） 

・非常用照明(14)：15 台 

・誘導灯(14)：47 台 

 

緊急設備 避難通路、緊急設備 非常用照明及び緊急設備 誘導灯の 

配置を図リ－４－１－１に示す。 

 

[13.1-F2] 

加工施設には、非常用照明、誘導灯とは別に、設計基準事故が発生した

場合の現場操作が可能となるように、専用電源を備えた緊急設備 可搬 

型照明を設置する設計。 

なお、緊急設備 可搬型照明は、次回以降の申請で適合性を確認する 

（別表ヘ－２－１－９）。 
 

火災区画貫通部の処置

を適正化するため。 

なお、本変更は貫通部の

処置に用いる材料の追

加であり、適合性評価へ

の影響はなく、加工施設

の保全上支障のない変

更である。 
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変更箇所を下線又は雲マークで示す。 
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変 更 前（令和２年１０月２日付け 原規規発第 2010025 号にて認可） 変 更 後 変更理由 
 

第１加工棟の各火災区画の等価時間が火災区画の耐火時間を超えない設計とする。 

第１加工棟では、補強工事に係る詳細設計の結果、加工事業変更許可申請書で示した火災

区域を変更し、これに伴い火災区画を変更することとした。変更後の火災区画を図ヘ－２－

１－５２に示す。 

本申請では、加工事業変更許可申請書で示した火災区画を変更し、火災区画の床面積及び

可燃物量を見直し等価時間の再評価を行ったが、火災区画内の等価時間が火災区画の耐火時

間を超えないことを確認しており、加工事業変更許可申請書に示した基本方針（加工施設を

火災区画に区分し、火災区画内の燃焼時間が火災区画の耐火時間を超えない設計とする。）に

変更はない。 

第１加工棟の各火災区画の耐火時間及び等価時間を以下に示す。 

○火災区画１Ｐ－１（床面積 1454 m2） 

・耐火時間：1.0 時間以上 

・等価時間：0.09 時間 

○火災区画１Ｐ－２（床面積 158 m2） 

・耐火時間：1.0 時間以上 

・等価時間：0.02 時間 

○火災区画１Ｐ－３（床面積 531 m2） 

・耐火時間：1.0 時間以上 

・等価時間：0.16 時間 

○火災区画１Ｐ－４（床面積 344 m2） 

・耐火時間：1.0 時間以上 

・等価時間：0.17 時間 

○火災区画１Ｐ－５（床面積 44 m2） 

・耐火時間：1.0 時間以上 

・等価時間：0.01 時間 

○火災区画１Ｐ－６（床面積 8 m2） 

・耐火時間：1.0 時間以上 

・等価時間：0.01 時間 

 

また、評価の詳細を付属書類２に示す。 

 

(c) 火災区域を貫通する電線、配管類は、建築基準法に基づく防火区画の貫通部の処理を行

う。 

(記載No.5-35) 

 

○第１加工棟 

[11.3-B3] 

火災区域間の延焼を防止するために、電力用、計測用及び制御用ケーブルが貫通する壁に

は、建築基準法施行令第百十二条第 20 項に基づき、耐熱シール材等の国土交通大臣の認定を

受けたものを施工する。 

 

 

第１加工棟の各火災区画の等価時間が火災区画の耐火時間を超えない設計とする。 

第１加工棟では、補強工事に係る詳細設計の結果、加工事業変更許可申請書で示した火災

区域を変更し、これに伴い火災区画を変更することとした。変更後の火災区画を図ヘ－２－

１－５２に示す。 

本申請では、加工事業変更許可申請書で示した火災区画を変更し、火災区画の床面積及び

可燃物量を見直し等価時間の再評価を行ったが、火災区画内の等価時間が火災区画の耐火時

間を超えないことを確認しており、加工事業変更許可申請書に示した基本方針（加工施設を

火災区画に区分し、火災区画内の燃焼時間が火災区画の耐火時間を超えない設計とする。）に

変更はない。 

第１加工棟の各火災区画の耐火時間及び等価時間を以下に示す。 

○火災区画１Ｐ－１（床面積 1454 m2） 

・耐火時間：1.0 時間以上 

・等価時間：0.09 時間 

○火災区画１Ｐ－２（床面積 158 m2） 

・耐火時間：1.0 時間以上 

・等価時間：0.02 時間 

○火災区画１Ｐ－３（床面積 531 m2） 

・耐火時間：1.0 時間以上 

・等価時間：0.16 時間 

○火災区画１Ｐ－４（床面積 344 m2） 

・耐火時間：1.0 時間以上 

・等価時間：0.17 時間 

○火災区画１Ｐ－５（床面積 44 m2） 

・耐火時間：1.0 時間以上 

・等価時間：0.01 時間 

○火災区画１Ｐ－６（床面積 8 m2） 

・耐火時間：1.0 時間以上 

・等価時間：0.01 時間 

 

また、評価の詳細を付属書類２に示す。 

 

(c) 火災区域を貫通する電線、配管類は、建築基準法に基づく防火区画の貫通部の処理を行

う。 

(記載No.5-35) 

 

○第１加工棟 

[11.3-B3] 

火災区域間の延焼を防止するために、電力用、計測用及び制御用ケーブルが貫通する壁に

は、建築基準法施行令第百十二条第 20 項に基づき、モルタルその他の不燃材料又は耐熱シー

ル材等の国土交通大臣の認定を受けたものを施工する。 

 

火災区画貫通部の処置

を適正化するため。 

なお、本変更は貫通部の

処置に用いる材料の追

加であり、適合性評価へ

の影響はなく、加工施設

の保全上支障のない変

更である。 
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変更箇所を下線又は雲マークで示す。 
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添付２ 

  








